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 I. 「公平・オープンな競争環境」について 

A.  目的・効果 

1.  個人・個別企業の努力と創意工夫を最大限に引き出す 

 技術進歩、経営改善の強い誘因（「競争は進歩の母」） 

2.  個別企業の目標と消費者・国民の目標が一致 

 個別企業の目標：   すぐれた商品・サービスを安く供給して顧客を獲得し企業 

利益を実現 

消費者・国民の目標： すぐれた商品・サービスを安く入手して生活向上を実現 

（実質所得の増大、経済成長） 

 

B.  公平・オープンな環境の必要性 

1.  不公平環境では 

努力しても正しく報われない 

 創意工夫・努力の意欲が失われる 

有利な立場にある企業が高利益を挙げる 

 消費者・国民の役に立つ企業が成長できない 

2.  クローズド環境では 

 産業外部からの競争圧力が欠落 

資料 10－2 



Hajime Oniki 
9/22/2011 

- 2 - 

oniki@alum.mit.edu 
http://www.ab.auone-net.jp/~ieir/ 

                                    

新規参入機会、新規参入を前提とする技術開発誘因が失われる 

  既存企業だけの創意工夫には限界がある 

 当事者だけの「安定・停滞状態」が生じやすい 

  とくに（内部）競争参加者が尐数（寡占）のとき 

内部要因のみによる発展の可能性（ガラパゴス現象） 

 

C. 公平・オープンな競争環境は成長の必要条件だが十分条件ではない 

――結果の一部について「是正が必要」 

競争の必要性自体を否定するものではない 

1.  独占支配の弊害防止 

2.  成長から生ずる個人所得格差の是正 

3.  マイナス外部性（事業活動から生ずるマイナス効果）の防止・管理 

 地球自然環境の劣化、自然資源の枯渇、大規模事故リスクなど 

4.  プラス外部性の実現（長期プロジェクトへの投資） 

 基礎研究、教育、宇宙・海洋開発など 

 

D. 政府・公的機関の責務 

 公平・オープンな競争環境の創出・維持 

 上記（C）「是正」の実施 

  「是正」を超える直接規制は避けるべき 

 社会主義型政府計画の否定 

  競争市場の役割を政府が代行することは不可能 

 

E. 電波利用産業における公平・オープン競争環境 

1.  電波資源の特別な性質 

 周波数帯の有効（円滑）利用に規律が必要 

  周波数帯域の目的別配分（プラス外部性の実現） 

妨害防止（マイナス外部性の防止） 

  政府の役割： 電波監理、免許制 

2.  電波が潤沢に存在する場合 

 免許は申請分を政府が発行 

3.  電波が稀尐化した場合 

a. 比較審査による免許発行は公平・オープン競争を阻害 

  「是正」を超える規制・干渉 

免許発行事務の「延長」として採用されやすい 

消費者を満足させる事業者に電波が割当てられるとはかぎらない（不公平） 

  電波を市場価格以下の代価で営利目的に利用（不公正） 
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   電波利用が権益化（→クローズド環境） 

   非効率利用電波の整理が困難（硬直化） 

  電波利用効率が低下 

b. オークション導入による解決――各国で採用 

  政府の責務は電波利用環境の整備まで 

  利用者の選定は市場に任せるべき 
 

4.  オークション導入の意義（まとめ） 

 主目的： 周波数帯の新規利用に関する公平・オープン競争環境の創出 

すぐれた電波利用サービスを安く提供（＝電波の効率的利用） 

 副産物： 政府収入の増大 

比較審査割当事業者への「贈与分」を 政府収入に転化 

 

 

II. 公平・オープン競争環境維持に関する当面の問題 

A. 比較審査割当とオークション割当の併存から生ずる不公平 

1.  問題点 

 オークション導入時に従来の比較審査割当による周波数帯が存在 

 同一サービス（たとえば LTE/3.9G, 4G）についてオークション代価支払の有無から 

大きな不公平が発生 

 是正が必要 

2.  「新規事業者枠」方式 

a. 方式 

 オークションにより発行する複数の免許に「新規事業者枠」を設定する、あるい

は既存事業者が入札できる免許数や周波数帯幅に上限を設けるなどの手段によって、

比較審査割当による周波数帯を持つ既存事業者に対し、これを持たない新規事業者

を有利な立場におく。 
 

b. 評価 

(i)  単純で実行が容易 

(ii)  事前に設定するため、適切な「枠」の個数・周波数帯幅等を決めることが困難 

設定した枠が過大あるいは過小になりやすい。 

過大の場合： 非力な新規参入事業者に免許を出してしまう。 

過小の場合： 新規参入自体を制約してしまう（実際例は尐ない?） 
 

3.  「イコール・フッティング」方式（鬼木提案） 

a. 方式 

 オークションに依らない周波数帯割当（以下既割当分）をすでに受けている既存
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事業者が、これに加えてオークション対象となる周波数帯（以下新割当分）を落札

した場合、新割当分の落札単価を既割当分に適用して算定した代価をオークション

代価に加えて納入する義務を設定する。ただし、既割当・新割当の周波数帯が新た

に同一目的（たとえば 4G移動通信）に使用される場合に限って適用する（過去の電

波利用に遡って適用するものではない）。 

本方式に服した既割当分には、新割当分と同一の権利・義務を与える（たとえば

周波数帯の譲渡、貸与等の自由を認める）。 
  

 

b. 評価 

(i)  新旧、大小の事業者間で、同一の新規サービスに使用される周波数帯の単価が均

一化され、公平競争環境が実現される。 

(ii)  比較審査による既割当分に対しても、事後的にオープン競争環境を実現できる。 

(iii)  既存大規模事業者の資金が既割当分、新割当分の代価として分散されるため、オ

ークション落札単価の高騰を防ぐことができる。 
 

c. 例示 

 4G 移動通信 既存事業者 新規事業者 

既割当分 

（2G/3G 等からの転用） 
20MHz 0MHz 

新割当分 

（オークション落札） 
30MHz 15MHz 

落札単価 10 億円／MHz 10 億円／MHz 

落札価格 300 億円 150 億円 

合計支払額 
500 億円 

＝10 億円・（30＋20）MHz 

150 億円 

＝10 億円・（15＋0）MHz 
 

d. 細部の問題についての対処法 

(i)  既存事業者が既割当分の周波数帯を旧サービスから新サービスに尐しずつ転用

する（巻き取る）場合：  

新旧加入者数比率によって支払額を調整する。 

(ii)  同一周波数帯について複数のオークションが実施され、単価が異なる場合： 

オークション制度の導入後相当の期間にわたって平均値を計算し、本方式開始

時に遡って調整。計算式は事前に設定。 

(iii)  異なる周波数帯間について単価の設定が必要になった場合：  

海外主要国を含む過去のオークション結果から「周波数帯間単価比率」を計

算して適用。計算式は事前に設定するが、「比率」は毎年更新して適用する。 
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B. ワイヤレスブロードバンドサービス（WBS）に関する競争環境とオークション導入 

1.  WBSとは 

 広帯域移動無線とスマート端末による汎用サービス（通話・データ通信を含む） 

  われわれの生活・仕事に大きな便益をもたらすと予測 

  近未来の GPT（general purpose technology, 汎用一般技術）1
 

   GPTの例： 産業革命時の蒸気機関、20世紀の電力網、鉄・プラスチック 

材料、コンピュータ、半導体素子、インターネット 
 

2.  WBS用周波数帯 

a. WBS用に大量の周波数帯の追加割当が必要2
 

b. プレミアムバンド（UHF帯, 700/900MHz帯、プラチナバンド） 

 すぐれた電波到達機能（障害物回り込みなど）を持つ 

 WBS ビジネスのための「不可欠要因（essential factor）」 

  プレミアムバンドを欠く事業者は競争上きわめて不利 

c. 一般バンド（1.5GHz帯およびそれより上の周波数帯） 

 容量は大きいが到達機能に限界 

  プレミアムバンドの補助的機能を果たす 

  単価はプレミアムバンドの数十分の 1（ドイツの 2010年オークション）3
 

 

図 1： WBS 用周波数帯4 

種別 周波数帯 周波数帯幅 現在の用途 

1 
プレミアムバンド 

（プラチナバンド） 
710～960MHz 202～250MHz 

携帯電話5 

FPU, MCA, RFID 

2 

一
般
バ
ン
ド 

1.5GHz 帯 1427.9～1625MHz 197.1MHz MCA 

3 1.7～1.9MHz 帯 1710～1980MHz 270MHz PHS、公共固定、携帯無線 

4 2GHz 帯 
1980～2025,  

2110～2200MHz 
135MHz 衛星電話 

5 2.5GHz 帯 2535～2655MHz 120MHz 
広帯域移動無線アクセス、

BWA 

6 3.4～3.6GHz 帯    

7 4.4～4.9GHz 帯    

 

                                                   
1
  FCC［2009］，pp.29-31 を参照。詳しい説明は、鬼木［2011b］，I, II。 

2
  総務省［2010］，FCC［2009］。 

3
  山條［2011］，図表 4。 

4
  総務省［2011a, b］より筆者作成。 

5
  詳細について鬼木［2011b］，IV.Aを参照。 
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3.  WBS用周波数帯割当方式と結果についてのシナリオ（鬼木見解） 

a. シナリオ種別： 

シナリオ No. 
割当方式 イコール・     

フッティング方策6 
結果予測 

プレミアムバンド 一般バンド 

1 比較審査 比較審査 （適用不可能） 
X 

2 比較審査 オークション 不適用 

3 比較審査 オークション 適用 
Y 

4 オークション オークション （不必要） 
 

 

b. 結果予測 

(i)  結果予測 X： 

 WBS スタート時に、WBS不可欠要因であるプレミアムバンドが 3～4事業者に

よって占有され、その状態が継続する。その結果、公平・オープン競争環境は形

成されない。WBS 新規参入は不可能に近くなり、一般バンドについてオークショ

ンが実施されても、上記 3～4事業者によるWBSの寡占状態が続く。 

プレミアムバンド保有がWBS業務のための大きな権益になる結果、他事業者へ

の譲渡等は困難で、産業構造が硬直化する。 

新規参入の可能性が低いため、新規参入を前提する内外の電波利用のための技

術開発が阻害される。（技術開発は既存事業者だけで遂行される。） 

WBS事業者は保有権益を生かすため国内市場での競争に専念し、（3G に見られ

た）ガラパゴス状態が再現する可能性もある。また海外市場への進出は期待薄で

ある。 

 全体として WBS 市場は緩やかに成長するが、サービス価格は高止まりになる。

シナリオ 2の場合、シナリオ 1よりも成長スピードは若干大きいだろう。公平・

オープン競争下にある海外市場との格差が拡大する可能性もある。 

(ii)  結果予測 Y： 

 WBS スタート時の事業者数は、シナリオ 4の場合でも現存 3～4事業者程度で

あろう。しかしながら、プレミアムバンド、一般バンドの利用が権益でなく、代

価を支払って入手した資産であり、他者への譲渡・貸与等が可能になることから、

中期的に新規参入（国内、海外事業者の双方）の可能性が生じ、競争を加速させ

る。つまり公平・オープン競争環境が形成される。 

新規参入の可能性があることから、広く国内・国外において電波利用に関する

技術開発が促進され、新製品・新サービスの出現が期待できる。 

事業者は、海外市場、海外事業者との競争を意識して消費者獲得に注力するの

                                                   
6
  II.A.3 参照。 
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で、国内・海外両市場に通用するサービスの供給に努める。その結果、国際競争

力が増大し、海外への進出も可能になる。 

 国内WBS市場は海外市場と一部融合し、急速成長が期待できる。サービス価格

は着実に低下し、WBS普及も加速する7。 

 

 

 III. オークション対象免許の「期限」と周波数帯の「再編成」に関する長期的問題 

A.  「問題」の説明 

1.  オークション導入時に際して決定を要する事項 

a. オークションによって発行した免許に期限を付して有期免許とすべきか、あるいは

期限の付かない無期免許とすべきか（?）。 

b. 有期免許の場合の免許期間と「再免許」時オークションの必要性（?）。 

c. 無期免許の場合、将来時点で対象周波数帯を他目的に「転用」する必要が生じた際

の方策（?）。 
 

2.  留意点 

a. 本問題はオークション導入に際し「オークション実施前に落札後の免許に関する権

利・義務を明確化しておく必要がある」ことから発生するが、本来的には、周波数

利用免許全般（免許不要ケースも含む）に該当する。つまり本問題は「電波利用一

般にかかる権利・義務」の明確化の一部である。 

b. 前提条件： オークション対象周波数帯の利用の自由 

 オークション免許は、免許の前提となった技術的制約の範囲内で自由に使用、貸

与、譲渡できる。貸与は（MVNOなどの）「上部サービス」を含む。 

c. 免許保有者の立場： 

 無期免許あるいはなるべく長期の有期免許が望ましい。有期免許の場合、もし再

免許時のオークションが実施されるのであれば、新規に参入する競争事業者よりも

有利な条件を与えられるべきである。 

理由： 「免許不継続」となった場合、既存投資分、既存契約分にかかる大きな損

失が発生するから。また「免許不継続の可能性（とくに免許期限が近づいた時

期の）」から生ずる投資リスク、業務リスクを避けたい。このことは、加入者に

とっても同様である。 

d. 新規参入事業者、社会全体の立場： 

 有期免許が望ましい。無期免許の場合、何らかの条件（たとえば一定期間の事前

                                                   
7
  類似の結果が 1990年代初頭以降のコンピュータ市場で見られた。1990年代までは「日本語入力の

制約」が海外からの新規参入をブロックしていたが、コンピュータ能力の向上によってこの障壁が

取り払われ、海外からの競争圧力によってコンピュータ価格が下落し、国内市場が急速に拡大・成

長した。 
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警告）の下で免許打ち切りを可能としておくことが望ましく、爾後の「再免許（新

免許）」についてはオークションを導入することが望ましい。 

理由： 技術進歩、ビジネス環境変化の結果、免許保有者による周波数帯利用より

も有利・有用な新しい電波利用法が出現する可能性がある。その採用を可能に

するため、周波数帯の再編成、既存免許の打ち切り、新規利用の開始の途を開

いておくことが望ましい。 

e. 上記 2つの立場（c.と d.）は反対方向の要求。これをどのように解決するかが課題。 

 

B.  解決法の候補 

1.  米国方式 

a. 方策 

(i) オークション免許は実質上の無期免許とする。 

 同一目的での再免許時にオークションを禁止。 

目的変更（周波数再編成）時については、免許終了（再免許しない）の可能性を

残している（適用例はまだ無い?）。 

(ii) 2次市場（譲渡、貸与）を自由化 

 技術進歩等の変化については、市場の自律的対応を期待する。 
 

b. 評価・問題点 

(i) 2次市場は同一目的利用について有用である（企業M&A の形で実現できる）。し

かし、異なる利用目的のための「再編成」について、2次市場は十分に機能しない

と予測される（← 既存事業者のローカル独占から生ずる利益、既投資分の埋没費

用化、新規利用目的に必要な周波数帯の組み合わせの要求を満たせない、取引費

用・時間など）。 

(ii) 既存非オークション免許について有償譲渡は認められていない。 

 例外： 放送用周波数帯のWBS目的転用の試み（incentive auction）8。 
 

2.  英国方式 

a. 方策 

 AIP（administered incentive pricing） 

 行政判断によって設定する年間周波数使用料の賦課と、自発的な免許返還による 

周波数帯の再編成。 

b. 評価・問題点 

(i)  既存非オークション免許についてはある程度有効（適用例?）。 

(ii)  適切な使用料水準の設定が困難。恣意的になりがち。 

(iii)  返却周波数帯が「虫喰い」になりがち。再利用に不便。 

                                                   
8
  FCC［2009, 2010］，U.S. Congress［2011a, b］，White House［2011］，Milgrom他［2011］を参照。 
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3.  「供給価格表示」方式（鬼木提案）9
 

a. 方策 

(i)  周波数帯現利用者（免許保有者他） 

(a)  供給価格： 周波数帯利用終止を受け入れるための補償金額（compensation） 

 毎年初に供給価格（C）の表示を義務づけ 

(b)  年間使用料（＝rC）の支払を義務づけ 

 使用料率（r）： 毎年初に政府が設定 

(c)  周波数帯利用終止の「要求」がなされた場合は、表示供給価格の補償を受けて

周波数帯の利用を停止（免許を返還）する義務を負う。他方「要求」が無いか

ぎり、年間使用料を支払って無期限に利用を継続できる。 

(d)  使用料賦課により、過度に高い供給価格の表示を抑制できる。また「同抑制の

強さ」は、rの水準を変更することにより、政府がコントロールできる。 

(e)  本方式を土地に適用した場合は、土地所有者が「譲渡価格＝路線価格」を自ら

設定し、これに対応する固定資産税を支払うことに相当する。 
 

 

 需要側（新規利用者） 

(1) 需要価格の表示 

(2) オークション参加 

(3) 落札すれば周波数帯利用者

になる 

 供給側（既存利用者） 

(1) 供給価格(C)の表示 

(2) 要求(>C)があれば免許を 

譲渡し、補償金(C)を受け取る 

(3) 年間使用料(R＝rC)の支払 

周波数帯管理（政府） 

(1) 利用料率(r)の設定 

(2) 利用料(R)の収受 

(3) 超過需要のときオークション実施 

(4) 需給価格差額を収受 

C r R 

図 2 「供給価格表示」方式の概要 

 

 
 
 

(ii)  周波数帯新規利用（希望）者 

(a)  需要価格： 周波数帯利用開始のために支払う用意のある金額。 

 毎年初に新規利用を希望する周波数帯（の組み合わせ）とその需要価格を表

明できる。 

(b)  需要価格を上回らない価格で周波数帯（の組み合わせ）が供与された場合、 

                                                   
9
  詳細につき、Oniki［2009, 2010］を参照。 
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供与を受け入れて支払を実行する義務を負う。その後、周波数帯利用者になる。 
 

 

(iii)  周波数帯管理者（政府） 

(a)  周波数帯管理業務 

  周波数帯利用計画の作成、周波数帯利用者の管理（現行どおり） 

  表示供給価格、表示需要価格の登録と公表 

  周波数帯「移転」の実施 

   複数需要の場合のオークション実施 

需給代価差額（移転から生ずる余剰）の収納 

(b)  周波数帯「再編成」業務 

「使用料率（r）」の決定 

  「周波数帯再編成スピード」の調整 

  r の上昇（低下）→再編成の促進（抑制） 

市場機能の代行 

    r の機能は中央銀行規準金利と類似 

  使用料率設定方策： 

   当初 r＝0からスタートし、時間の経過とともに緩やかに上昇させる。 

   長期水準は、試行錯誤で見出す。 

(c) その他 

  オークション免許と他免許の区別 

   例： オークション免許については利用開始後 10年間上記 3.a.(i).(b)を免除 

  現利用者による供給価格の急速引上げ（便乗ごね得）を規制 

  非オークション免許終了にともなう補償金収入は不当利得か（?） 

   C が低水準の場合、移転費用部分が大きく超過利潤は小さい 
 

b. 効果 

(i)  長期的に望ましい周波数「再編成」を実現 

最低利用効率の周波数帯（C が低水準）を最高利用効率（需要価格が高水準） 

の利用に移転 

(ii)  周波数帯価格「地図」の作成・公表が可能 

  見える「周波数帯利用効率」 

   民間の事業計画作成、政府の周波数利用計画作成に有用 
 

c. 「副産物」 

(i)  免許不要周波数帯についても再編成が可能になる。 

  供給価格を「利用者（＝利用機器保有者）が表明する補償金額の合計額」に設定 

    例： テレビ受信機保有者： 購入時に機器故障時補償金額とテレビ電波停止時 

補償金額を表示・登録し、それぞれ料率にしたがって補償料を支払う。 
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停波時には表示補償金額を受け取る。 

(ii)  携帯電話等加入者についても同様に処理できる。 

 「携帯事業者供給価格」＝「事業者補償金額」＋「加入者補償金額の合計」 

(iii)  将来時点（n 年後）における周波数帯利用終止に対する供給価格の表示（forward 

pricing）も可能。 
 

d. 現行電波利用料との関係 

本スキームによる使用料収入： R 

現行電波利用料収入は「電波目的税（T）」と見なした上で存続 

各周波数帯利用者から、max（R, T）を徴収 

将来時点で、T収入は R 収入に吸収・移行する 
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